
１ 組織構成

会員内訳

民間企業等 自治体 合計

8３団体 1団体 8４団体

協力団体内訳

関係省庁 関係団体 海外自治体 合計

3団体 8団体 2団体 13団体

協力団体（関係省庁）

・厚生労働省
・経済産業省
・国土交通省

協力団体（関係団体）

・（独）国際協力機構
・（株）国際協力銀行
・（公社）日本水道協会
・（独）日本貿易振興機構

横浜貿易情報センター
・（公社）日本下水道協会
・（公財）川崎市産業振興財団
・ 国際連合工業開発機関
・ 東南アジア諸国連合貿易投資観
光促進センター

協力団体
（海外自治体）

・ダナン駐日代表部
・クィーンズランド
州政府駐日事務所

海 外

幹事会

・伊藤忠商事㈱
・川崎商工会議所
・JFEエンジニアリング㈱
・東芝インフラシステムズ㈱
・㈱みずほ銀行
・㈱横浜銀行
・川崎市

会 員
（水関連企業・団体）

8４団体

サ
ポ
ー
ト

サ
ポ
ー
ト

サ
ポ
ー
ト

（敬称略）

かわさき水ビジネスネットワーク（略称：かわビズネット）

役 員 ○会長：小泉明 東京都立大学都市環境学部特任教授 ○特別顧問：川崎市長、川崎商工会議所会頭

国 内
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２ 活動モデル

スキーム構築・実施可能性調査 事業実施ニーズ把握

現地
調査

ﾆｰｽﾞ
把握

ﾁｰﾑ
形成

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙ形成

実施可能
性調査

◆ ニーズ調査

◆ G to G関係に基づく
ニーズ調査の支援

◆ ミッション団の派遣

◆ 調査・事業実施に向けたチーム形成のコーディネート

◆ G to G 関係の構築による調査・事業実施の環境整備

◆ 上下水道の事業運営に係る技術・ノウハウの提供

◆ 国・関係団体と協力した政策・制度面での支援

◆ メール配信やＨＰを通じた情報提供 ◆ 国際展示会等でのかわビズネットＰＲ

◆ ＨＰを通じた国内外への情報発信 ◆ セミナー、交流会等の開催

水ビジネスの基本的な流れ

ニーズ把握 スキーム構築・実施可能性調査・事業実施

情報提供・情報発信

受注
事業化

建設
完成

運転
維持管理


